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序　　　　　文序　　　　　文序　　　　　文序　　　　　文序　　　　　文

　国際協力事業団は、チリ共和国関係機関との討議議事録（R／D）等に基づき、「チリ小規模酪農

生産性改善計画」を平成11年10月から５か年計画で実施しています。

　今般、本プロジェクト協力開始後３年目にあたり、平成14年７月14日から７月27日まで、国際

協力事業団農業開発協力部畜産園芸課課長代理 布野 秀隆を団長とする運営指導（中間評価）調査

団を現地に派遣しました。同調査団は、これまでのプロジェクトの成果についてチリ共和国側と

合同で評価を行い、中間評価報告書を作成、その提言を受けてチリ共和国政府関係者とミニッツ

の署名を取り交わしました。

　本報告書は、同調査団による協議結果、評価結果を取りまとめたものであり、今後のプロジェ

クトの運営にあたり、広く活用されることを願うものです。

　終わりに、本調査にご協力とご支援を頂いた内外の関係各位に対し、心から感謝の意を表しま

す。

　平成14年８月
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第１章　中間評価の概要第１章　中間評価の概要第１章　中間評価の概要第１章　中間評価の概要第１章　中間評価の概要

１－１　運営指導調査団（中間評価）派遣の経緯と目的

　チリ共和国（以下、「チリ」と記す）の農林水産業セクターは国内総生産（GDP）の９％、就業人口

の約16％を占めている。一方、自然条件の制約から農用地面積の約76％を牧草地が占めており、

酪農の振興は地域間格差是正、国土保全・利用の観点において重要である。同国政府は、メルコ

スル（南米共同市場）加盟を前提とした自由競争下において、多大な影響を被ると予想し、小規模

酪農家の経営改善が必要と判断した。国家農業開発計画（1995～2004年）により貧困対策、農民へ

の技術援助、畜産振興を重要課題の１つと位置づけた。同国内の貧困地域とされる第10州は、酪

農が主要な産業であり、特に小規模酪農家の収入の低さとそれに起因する離農、都市部への人口

流出に直面しており、早急な酪農技術の改善、生産性向上等を通じた農家経営の安定化が迫られ

ている。こうした背景のもと、同国政府が優先課題としている貧困撲滅、地方開発、都市への人

口流出抑制等に資するため、全国家畜繁殖飼養管理訓練センター（CENEREMA）の設立を計画し、

その活動に係る協力を我が国に要請した。

　上記要請を受けて、国際協力事業団は1999年10月15日に５年間の技術協力を開始した。2000年

12月には活動計画（Plan of Operation：PO）及びプロジェクト・デザイン・マトリクス（PDM）が

日本・チリ双方の協議で策定されている。

　本調査団はプロジェクトの開始から現在までの進捗状況をチリ側と合同評価するとともに、円

滑なプロジェクト実施のための運営上の問題について協議することを目的として運営指導調査団

（中間評価）を派遣する。

（１） 技術協力の開始から現在までの実績と計画達成度を討議議事録（Record of Discussion：

R／D）、PO及びPDM等に基づき、評価５項目（妥当性、有効性、効率性、効果及び自立発展

性）に沿って総合的に調査・評価する。

（２） プロジェクト後半のPOについて協議する。

（３） 円滑なプロジェクト運営のために取るべき措置について協議し、その結果を日本、チリ両

国政府及び関係当局に報告・提言する。
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１－２　評価者の構成

１－３　評価調査日程

派遣期間：2002年７月14日（日）～27日（土）（計14日間）

担 当 業 務 氏　　名 所　　　　　属

団長／総括 布野　秀隆 国際協力事業団農業開発協力部畜産園芸課　課長代理

飼養管理 別府　哲朗 家畜改良センター技術部業務管理課　課長補佐

繁殖育種／人工授精 遠山　牧人 家畜改良センター熊本牧場業務課　職員

計画評価 片井　千彰 国際協力事業団農業開発協力部畜産園芸課　職員

日順 月　日 曜日 調　査　及　び　業　務 宿 泊 地
１ ７月14日 日 成田発
２ ７月15日 月 サンチャゴ着

JICAチリ事務所との打合せ、在チリ日本国大使館表敬
サンチャゴ

３ ７月16日 火 農業省次官、農業計画室、国際協力庁表敬
サンチャゴ～プエルトモント（移動）
第10州知事及び第10州農政局長表敬
州政府及び農業省地方局関係者との打合せ
プエルトモント～バルディビア（移動）

４ ７月17日 水 CENEREMA、アウストラル大学訪問
第１回合同評価委員会（評価方法の説明）
プロジェクト運営管理に係る協議（関係機関の協力体制、
予算措置、カウンターパートの配置、供与機材と施設の維
持管理体制等）

５ ７月18日 木 カウンターパートとの協議
（活動の進捗状況と今後の課題の説明、質疑応答）

６ ７月19日 金 調査
COOPRINSEM（後代検定実施機関）、SAGO（血統登録
機関）CAFRA酪農共同組合（牛群検定実施機関）等

７ ７月20日 土 調査
大規模牧場、モデル集乳センター、ブリーダー、酪農家等
専門家との打合せ

８ ７月21日 日 調査・協議事項取りまとめ、ミニッツ（日本側案）作成
９ ７月22日 月 第２回合同評価委員会（合同評価レポート案協議）
10 ７月23日 火 合同評価レポート最終案協議

バルディビア

11 ７月24日 水 第３回合同評価委員会（合同評価レポート署名）
バルディビア～プエルトモント（移動）
合同調整委員会（ミニッツの署名）
プエルトモント～サンチャゴ（移動）

12 ７月25日 木 農業省報告（次官、AGCI（国際協力庁）代表とミニッツの
署名・交換）
在チリ日本国大使館報告
サンチャゴ発

サンチャゴ

13 ７月26日 金 移動日
14 ７月27日 土 成田着
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１－４　主要面談者

（１） チリ側関係者

１）　農業省

Arturo BARRERA 次　官

Octavio SOTOMAYOR 農業政策・調査局

黒澤　　純 JICA専門家

２）　国際協力庁

Arturo VERGARA 水平協力部長

山田　真美 JICA専門家

３）　第10州

Patricio VALLESPIN 州知事

Felipe BAÑADOS 農牧開発庁（INDAP）局長

Francisco LANUZA 農牧研究所（INIA）局長

Eduard MEERSOHN 農業省地方局（SEREMI）局長

Alvaro ALEGRIA 農牧庁（SAG）局長

４）　アウストラウル大学

Carlos AMTMANN 学　長

Victor CUBILLO 獣医学部長

Jorge CORREA 繁殖学研究室室長

５）　全国家畜繁殖飼養管理訓練センター（CENEREMA）

Jorge OLTRA 所　長

Patricio MOLINA カウンターパート

Ruben PULIDO カウンターパート

Ricardo MONJE カウンターパート

Hugo ULLOA カウンターパート

Elizabeth STANGE カウンターパート

Jorge EHRENFELD カウンターパート

Renato GATICA カウンターパート

Carlos JARA カウンターパート

Ricardo PEÑA カウンターパート

Javier del VALLE カウンターパート

Eugenio LARSON カウンターパート

Manuel ORTIZ カウンターパート
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Carmen SCHULER カウンターパート

６）　後代検定実施機関（COOPRINSEM）

Patricio PANTOJA 研究・プロジェクト部主任

７）　血統登録機関（SAGO）

Egon MONTENEGRO 技術部長

８）　牛群検定実施機関（CAFRA）酪農共同組合

Juan KOENING 組合長

Lorena PEREZ 生乳検査室長

Fernando URRA 生産及び製品管理部長

９）　Los Avellanos（モデル集乳センター）

Eliberto NAVARRO 代　表

Sergio GALLARDO 技術コンサルタント

10）　Agroleche Mafil（モデル集乳センター）

Walter HENZI 理事長

Alex CISTERNA 農業技術者

Jovino ORDONEZ （モニター農家）

11）　大規模酪農家

Claudio de la BARRA

12）　オベロコロラドブリーダー

GONZALEZ

（２）　日本側関係者

１）　在チリ日本国大使館

小川　　元 大　使

遠藤　知庸 一等書記官

２）　JICAチリ事務所

山下　　巌 所　長

一ノ戸田瑞子 職　員

３）　JICA専門家

喜屋武幸紀 チーフアドバイザー／人工授精

鈴木　順久 業務調整

細川　和久 飼養管理

斉藤　　聡 繁殖育種
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１－５　中間評価の方法

　日本・チリ側双方の評価チームによる合同評価を行い、プロジェクトの当初計画、双方の投入

実績、活動実績、プロジェクト実施の効果、運営管理体制等につき評価調査を行う。あわせてプ

ロジェクト終了までの残りの協力期間における対応方針についても検討し、合同評価チームとし

て両国政府関係当局に提言する。
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第２章　プロジェクトの実績と現状第２章　プロジェクトの実績と現状第２章　プロジェクトの実績と現状第２章　プロジェクトの実績と現状第２章　プロジェクトの実績と現状

２－１　実績と現状の総括

（１） プロジェクトの意義

　チリは、自然条件の制約から農用地面積の約８割が牧草地を占め、酪農の振興は地域間格差

の是正、国土保全の観点から極めて重要である。一方、同国内の貧困地域とされる第10州は、

全国の65％の生乳を生産しており、酪農が主要な産業である。また、第10州は小規模酪農家

（農家の85％を占める）の収入の低さとそれに起因する離農、都市部への人口流出に直面してお

り、酪農技術の改善等を通じて農家経営の安定化が迫られている。

　このような情勢の下、「チリ国家農業開発計画」（2000～2010年）において、小規模農家（家族

的経営）の支援と第10州を含む南部への酪農振興は最重要課題として位置づけられている。

　JICA側からも、小規模農家の酪農技術の改善を目的としたCENEREMAへの技術協力は非

常に有意義であると判断される。

（２） プロジェクト活動の進捗

　プロジェクトでは、モデル集乳センターを４か所選定し、人工授精技術や乳質改善技術など

小規模酪農家への普及を行っている。地域によっては、人工授精普及率が低い地域や生乳の細

菌数が高い地域があり、それに対する指導等が今後の課題となっている。

　プロジェクトで設定されているモデル酪農家のなかには、生乳生産量が２倍になったほか、

小規模酪農家に適したオベロネグロやオベロコロラドの候補種雄牛がバイオテクノロジー（受

精卵移植技術）を活用して４頭造成されるなど、総体的には受益者のニーズに沿って成果をあ

げていると評価している。

（３） CENEREMAの組織的位置づけ

　当初、プロジェクト実施機関であるCENEREMAは、「貝類増養殖開発計画」のチンキウエ

財団のように新財団を創設するという構想もあったが、アウストラル大学側からの土地及び施

設の提供を受けやすいこと、また、２か月程度と短期間に設立することが可能なことなどか

ら、同大学の直接管理下におく現在のような組織で設立された。しかしながら、現在、プロ

ジェクト実施に必要な人員や予算は、大学の人工授精センター（CIA）、農業省の農牧開発庁

（INDAP）、農牧庁（SAG）、農牧研究所（INIA）や第10州政府など関係機関を通じて確保されて

おり、いまだにCENEREMA独自の予算確保や人員配置がなされておらず、JICAの協力期間

終了後も継続的な活動を実施するためには、組織的な強化が不可欠である（チリ側もこの問題

は強く自覚している）。
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　このため、合同評価委員会としても大学が早急に独自予算を確保し、フルタイムのカウン

ターパートを配置（「飼養管理」分野）するとともに、関係者による委員会を設立し、終了時評価

までにCENEREMAの自立発展性を保証できる組織とするためにはどうあるべきか計画を策

定するよう提言した。

　なお、アウストラル大学学長から独自予算の確保とフルタイムのカウンターパートの配置に

対して早急に対応する旨の前向きな回答を得ることができた。

（４） モデル集乳センターの位置づけ

　歴史的な背景もあり、農民の組織化が脆弱な現状にあっては、公的な普及期間よりは日常的

な酪農生産活動と密接な関係がある集乳センターを有効活用した技術普及が効果的であると考

えられる。

　本プロジェクトを通じ、まずはモデル集乳センター傘下における小規模酪農家の飼養管理技

術等の改善により、生産性向上を実証することが必要である。これをモデルとして技術の重要

性を啓もうできれば、チリ側が実施する施策と相まって、周辺の集乳センターにも効果が波及

し、ひいては他州の同じ課題をもつ小規模酪農家の生産性向上や収益性改善に役立つと期待さ

れる。

　このため、他の集乳センターへの普及や第10州のみならずチリ全体でのプロジェクト成果

の有効な活用方法についても検討する必要がある。

（５） 品質改善の必要性

　近年、乳業メーカーは生乳の細菌数に応じて買入価格を決定するなど、乳質改善の必要性が

高まっている。小規模酪農家の乳質は、搾乳施設や保冷施設が充実している大規模農家と比較

してかなり劣っており、小規模農家の競争力を強化するためには、生産性向上とあわせて生乳

の品質向上が必要である。このため、小規模酪農家に対する早急な搾乳衛生技術の改善が必要

であり、チリ側も独自に中央乳質検査所設置を検討している。また、乳価に差が生じる夏・冬

の生乳生産量の是正技術（特に、冬期間の飼料確保）も農家の条件によっては留意する必要があ

る。

２－２　成果達成状況

　小規模酪農家の生産性向上というプロジェクト目標の達成には、CENEREMAのみならず小規

模酪農家への支援プロジェクトを実施するINDAP、SAG、第10州地方局、第10州政府、INIAなど

関係機関の積極的な協力の下、プロジェクトの成果を普及する必要がある。
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第３章　評価結果第３章　評価結果第３章　評価結果第３章　評価結果第３章　評価結果

３－１　評価結果の総括

　中間評価の結論であるが、今後２年間で解決すべき問題があるものの、チリ側関係者及び日本

人専門家との努力のもと、総合的にはプロジェクト目標は満足のいくかたちで達成されていると

判断される。また、チリ側の政策及び受益者ニーズにも一致している。

３－２　評価５項目による分析

３－２－１　妥当性（Relevance）

　プロジェクトの上位目標は「第10州における小規模酪農家の生産性が向上する」である。チリ

において酪農の振興は、地方の開発、土地の有効活用と同様に貧困緩和の視点において非常に

重要である。一方、牛乳や酪農製品には輸入時に課税される税金を除いて、国内の価格を保持

する仕組みがないため、国内の生乳買い取り価格は国際競争激化のため下落しており、酪農家

に支払われる金額も減少している。そのため主に第10州を含む南部地方において、小規模農

家の援助、畜産業の発展は国家農業開発計画（2000～2010年）に記述されているように政府の

優先課題の１つである。これらの計画のもと、中央政府及び州政府は小規模酪農家支援のため

にINDAP、INIA、SAG、SEREMI、などの機関を通していくつかの活動を実施している。

JICAはチリの重要な課題である地域経済開発分野を協力の重点としており、これらはプロ

ジェクトの成果にも十分に合致しているものと思われる。

３－２－２　有効性（Effectiveness）

＜各分野の達成度＞

（１） 人工授精分野

　人工授精分野の活動内容及び目的は、酪農家に対する研修会を通じて人工授精技術の普及

を図るとともに、人工授精技術者を養成するための研修会、及び人工授精技術者に対する再

教育研修会を通じて技術者のレベル向上を図り、第10州の人工授精普及率を向上することで

ある。

　人工授精技術の普及活動は2002年３月までに第10州にある46集乳センターに対して実施

されている。また、講習会は受講対象者に応じて人工授精技術者養成研修、人工授精技術者

再教育研修、農家向け研修、人工授精師セミナー及び獣医師セミナー等が実施された。人工

授精の普及と並行してCENEREMAは酪農家での人工授精記録を収集している。この記録

は繁殖管理に必要なものだが、人工授精師と農家の協力が十分でないことからその回収率は

低かった。しかしながら、近年では人工授精師から直接記録を回収するなどして回収率向上
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に努めている。このようにして2001年度までに人工授精技術は47集乳センターに属する714

戸の小規模酪農家（酪農家全体の33％）に普及され、7,613頭の乳牛（乳牛全体の25％）に対し

て人工授精が実施されるまでになった。これは人工授精に対する小規模酪農家の知識が向上

し、集乳センターを中心として徐々に人工授精技術が普及されていることを示唆している。

　しかしながら、人工授精技術の普及をより進展していくうえで、酪農家の人工授精技術に

対する信頼を獲得しなければならない。現在、一部の人工授精師はまだ十分な技術を習得し

ておらず、さらに酪農家の多くは人工授精に対する知識が不足しているため、すべての酪農

家が人工授精を信頼しているわけではないからである。そのため人工授精技術を更に普及し

ていくためにも、人工授精に関する講習会と人工授精技術者に対する再教育を継続して実施

し、技術の向上を図るとともに、テキストや資料も継続的に改善する必要がある。

（２） 飼養管理分野

　第10州の34戸の小規模農家を対象とした飼養管理全般、及び搾乳衛生管理に関する聞き取

り調査によって、小規模酪農家における飼養管理状況が調査され、分析されている。

　この調査結果に基づき、飼養管理技術研修が計画・実施され、第10州にあるすべての集乳

センターの技術者がこの研修に参加した。その結果、いくつかのモニター農家において乳牛

の発育がプロジェクト開始前より改善されている。

　乳質管理については、移転された技術は有効に活用されている。第10州内すべての集乳セ

ンターの技術者と４モデル集乳センターの30％の酪農家が乳質改善のための研修に参加し

た。この研修によって乳質管理のためのプログラムが構築され、モデル集乳センター検査室

で生乳の生菌数の検査が実施可能になった。

　生菌数検査技術は、生乳中の生菌数を減少させるのに有効な方法の１つであり、１つのモ

デル集乳センターでは、生乳中の平均生菌数が10万／ml以下に減少するという実績をあげ

ている。

（３） 繁殖育種分野

　繁殖育種分野の活動内容及び目的は、受精卵移植技術を利用してオベロネグロ及びオベロ

コロラドの種雄牛を造成し、その泌乳能力や産肉能力を改善していくことである。オベロネ

グロ、オベロコロラドは20世紀初めにドイツ、オランダから導入され、自然環境の厳しいチ

リ南部の気候風土によく馴化し、放牧主体の飼養管理にもよく適応している品種である。く

わえて乳価に柔軟に対応できる乳肉兼用種であることから、近年大学関係者や小規模酪農家

から再評価されている。しかし1978年以降、乳量改善のためにアメリカやカナダから導入さ

れたホルスタイン・フリージアンとの交雑が進んだため、純粋なオベロ種はその個体数が減
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少してしまった。そこで本プロジェクトでは限られた雄牛と繁殖雌牛から確実に種雄牛候補

となる雄牛を生産する必要があるため、受精卵移植技術を活用して種雄牛造成を行ってい

る。計画は乳肉兼用種の種雄牛造成という目的に沿って作成され、交配に先だってホルスタ

イン・フリージアンの血量が25％以下の優れた能力をもつ雄牛と繁殖雌牛が選抜された。こ

の計画交配により12頭の子牛が生産され、そこから４頭の候補種雄牛が選抜された。４頭の

候補種雄牛における10か月齢までの１日増体重（DG）は0.9～1.16と良好であり、精液採取

は2002年８月から開始され、後代検定のための交配に用いられる予定である。

　受精卵移植技術はCENEREMAを拠点としてカウンターパートに対して適切に技術移転

されているが、いくつかの問題点が指摘される。

　第１に供卵牛の過剰排卵処理に対する反応の個体差である。原因の１つとして供卵牛が高

齢であることが考えられるが、反応性の良くない供卵牛に対しては投与するホルモンの量を

変えるなどの対策が必要と思われた。

　第２に過剰排卵処理により生産された卵の品質である。移植可能な受精卵の割合は34％で

あり、そのなかには品質が高い受精卵も含まれるが、一方で未受精卵の割合が51.4％と高

い。このことからGnRH製剤等の投与による排卵同期化などの対策が必要と思われた。

　第３に受精卵の凍結技術と凍結受精卵の受胎率である。2000～2002年度までの受胎率は、

新鮮卵移植での成績が43.3％であるのに対し、ステップワイズ法で20％、ダイレクト法で

27.8％となっている。このことは受精卵の凍結技術に関して改善の余地があることを示唆し

ている。したがって、受精卵凍結の手技や凍結に供用する受精卵の品質などを再度確認する

必要があると思われた。これらの問題の改善により、受精卵移植技術は有効な改良手段とし

て受け入れられるだろう。

　現在、プロジェクト終了後に行われる予定の産肉能力検定、及び泌乳能力検定はチリ側が

主体となって行うことになっており、継続性を維持するための体制づくりが必要である。ま

た現時点での育種目標はあくまでも乳肉兼用種の種雄牛造成ということなので、それに見

合った種雄牛選抜基準の作成が必要になると考えられる。

（４） モデル集乳センターを拠点とした実証展示

　酪農家を対象とした研修の実施要領を技術者に示すために、搾乳衛生及び繁殖記録に関す

る研修を４モデル集乳センターにおいて実施している。また、第10州において小規模酪農家

への指導を行っている技術者全員に対して、飼養管理及び粗飼料生産研修を実施した。その

他、乳房の毛焼き、集乳缶の衛生改善等の個別指導を技術者に実施した。

　集乳センターは小規模農家への技術普及において主要な役割を果たすと期待される。その

活動の持続と強化のためには、集乳センター自らが独自の収入を得るための方法を策定し、
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実施することによって運営予算を確保する必要がある。

３－２－３　効率性（Efficiency）

（１） 両国の投入

　日本・チリ側双方の投入については、付属資料２．中間評価報告書ANNEX２、ANNEX

５を参照。

（２） 投入の適性度

１）　専門家派遣

　長期専門家はチーフアドバイザー、業務調整、人工授精、飼養管理、繁殖育種の５分野

４名派遣されている。短期専門家はそれぞれ異なった分野で９名が派遣されている。投入

のタイミングはおおむね適切であり、目標達成に必要なそれぞれの分野の専門家が派遣さ

れたと考える。

２）　日本のカウンターパート研修の受入状況

　現在まで15名のカウンターパートが日本で研修を受けた。これらの研修は技術課題の改

善に直接役立っただけでなく、家畜改良センターをはじめ関連機関の視察を通じて、酪農

振興に必要な体制についてチリの将来の具体的なイメージがつかむことができた。また、

日本で多くの技術者と意見交換により、カウンターパートの業務に対するインセンティブ

を向上させた。

３）　機材供与

　プロジェクトへの供与機材は将来性を考慮したうえ、CENEREMAが注意深く選定し

たものを供与した。現在までに供与されたいくつかの機材については、CENEREMAが

使用者と契約書を交わすかたちでモデル集乳センターなどのプロジェクト関係機関に使

用、保管を認可している。維持管理についても契約書に規定されている。

　調査の結果、機材は適切な場所に保管され、正しく稼働しており、メンテナンスも行わ

れていたが機器のスペアパーツのストックや機材の更新のための予算措置はまだ不十分な

状態であった。

４）　他の協力スキームとの関係

　これまでにJICAはアウストラル大学に対して、家畜繁殖分野において研究協力を実施

してきた。この協力の成果として、現在家畜繁殖分野の活動は十分な努力がなされている

と判断できる。

５）　チリ側の投入

　カウンターパートの配置はプロジェクト活動を行ううえで、不十分である。また、カウ
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ンターパートの不足はプロジェクト活動のいくつかに支障をきたしており、特に飼養管理

分野において顕著である。

　チリ側政府は、予算面において管理職員、国内電話、水道、電気、などの経費をはじめ

設備管理費、修繕費等を負担している。しかしながら、既に同意されているような

CENEREMA独自の運営予算はいまだ確保できていないことは、大変遺憾である。

３－２－４　効果（Impact）

　プロジェクト実施期間の中間にあたる現時点において、インパクトを測ることは難しいが、

評価結果は以下のとおりである。

　CENEREMAはプロジェクト実施のためにアウストラル大学の申請の下組織された機関で

あり、プロジェクト活動終了後も農業省、第10州政府、アウストラル大学所属機関と連携し

ながら小規模酪農家のための役割をもつことが期待されている。

　牛群検定はプロジェクトによって始められたものであり、小規模酪農家に飼養されているオ

ベロネグロ、オベロコロラドの泌乳量を把握するための初めての試みである。このプログラム

により小規模酪農家における乳牛の遺伝的能力の改良、及び確かなデータによる能力の高い牛

の選抜が可能になることが期待される。

　本プロジェクトにおいて牛の胸囲を測ることにより、体重の測定をすることなく成長の度合

いを推定することができるオベロネグロ用の推定尺が作製された。小規模酪農家がこの推定尺

を使用することによって体重の測定をすることなく成長の度合いを把握することができ、今後

の効率的な飼養管理、繁殖管理が期待されている。

　また、生乳の生産性及び品質の向上は、小規模酪農家の収入の増加につながると思われる。

　受精卵移植技術は、交配することなく子孫を残すことができる。既に貴重となっている遺伝

資源の保存及び保存されている貴重な遺伝子の有効的な利用は、確実に子孫を残すことができ

る技術として期待されている。

　CENEREMAは既に第三国専門家として家畜の繁殖管理分野の専門家をニカラグァ、エル・

サルヴァドルに派遣しており、CENEREMAが南米の中心的な位置づけになると判断できる。

３－２－５　自立発展性（Sustainability）

（１） 組織的側面

　CENEREMAはプロジェクト活動のためにアウストラル大学の申請の下、設立された。

プロジェクト開始後３年近く経過したが、CENEREMAを永続的な組織として維持・強化

するための理事会は、いまだ開催されていない。このような現状において、調査団として、

CENEREMAがプロジェクト終了後組織として維持され、自立発展していくことができる
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か懸念している。

（２） 財政的側面

　チリ側はプロジェクト運営にかかる必要な予算及び業務運営費をアウストラル大学を通じ

て予算措置がしている。直接運営予算が配分されない場合には、プロジェクト終了後、人件

費及び機材の維持管理費等における様々な問題や障害が生じるおそれがあると懸念してい

る。

（３） 技術的側面

　カウンターパートの技術レベルは、プロジェクト開始当初に計画された基準レベルに引き

上げられつつある。調査団は、こうした訓練されたカウンターパートの異動がない限り技術

的な面において持続が可能であろうと確信している。

　小規模酪農家への技術移転は、現在活動しているINDAP、SAG、INIA、ACOLECHEに

よってさらに継続されるであろう。
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第４章　今後の計画第４章　今後の計画第４章　今後の計画第４章　今後の計画第４章　今後の計画

（１） R／Dにおいて日本・チリ政府双方の協力によってプロジェクトを実施すると言及されてい

る。プロジェクトを成功させるためには、チリ側が中心となって役割を果たすべきであり、

オーナーシップをもって努力する必要がある。

（２） モデル集乳センターを通じて小規模酪農家向けに改善された適切な技術が、普及している。

集乳センターは小規模酪農家に対する普及活動の重要な役割をもっており、プロジェクト目標

達成のためには中央・地方政府、関連する機関と密接な関係を持ち、第10州にあるモデル集

乳センター以外の他の集乳センターに対しても、改善された技術だけではなく、財政面におい

ても指導や助言するべきである。

（３） CENEREMAは現在アウストラル大学の宣言に基づいて組織されている機関である。プロ

ジェクトの組織の維持・強化のためにはCENEREMAはプロジェクト終了後も組織を運営し

ていく必要がある。中央政府、地方政府の関係機関によって認められた委員会は、チンキウエ

財団のように技術的・制度的・財政的側面からCENEREMAの適切な組織のため及び計画を

整備するために設立されると判断される。

（４） 経済的な誘因として、小規模農家に適切な技術を効果的に普及させることが重要なポイン

トである。国際競争力の激化による生乳の取引価格の下落、及び小規模酪農家の集乳の減少と

いう状況を踏まえ、プロジェクトの活動を行っていくうえで以下の点について考慮する必要が

ある。

１）　小規模農家の救済のために財政的なアドバイスを提供すること

２）　生乳の品質改善と家畜の衛生状態を改善すること

３）　冬期間の牛乳生産は個々の農家の飼養形態や経営状態に合わせてよく考慮すること

（５） 2000年に派遣された運営指導（計画打合せ）調査団派遣時において、CENEREMAは常勤の

カウンターパートの人件費を含めた予算を確保することを保証していたが、いくつかのプロ

ジェクト活動においてカウンターパートが不足している。したがって、アウストラル大学は予

算を人工授精センター（CIA）を通じて配分するのではなく、直接予算をCENEREMAに割り

あて、常勤の飼養管理分野のカウンターパートを早急に雇用する必要があると提言したい。

　さらに、技術協力のため日本人専門家がモデル集乳センター、モデル農家に訪問するとき

は、カウンターパートと一緒に同行し、学習する必要があろう。
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（６） プロジェクトの活動をより効果的に実施するために、関連機関と密接なコミュニケーショ

ンを取ることが必要である。関連機関と合同で会議を開催することは、様々な問題とその解決

案を確認するのと同時に重要なことである。特に2000年に派遣された運営指導（計画打合せ）

調査団派遣時に言及したプロジェクト会議、プロジェクト運営委員会を定期的に開催すること

を要望する。

（７） 人工授精の普及状況、モデル集乳センター及びモニター農家の生乳中内の細菌数について

は、正確にモニタリングする必要がある。

　人工授精師より小規模農家の人工授精記録の回収方法については、必要に応じて記録用紙か

らメールを使って情報を回収する方法に変更することも考慮に入れている。CENEREMEは

回収された人工授精に係る情報を整理し、データベースとして情報を管理できる体制を早急に

確立する必要があろう。

（８） 後代検定の結果がでるためには合計で８年間を要するため。プロジェクト実施中に後代検

定を完了することは、物理的に困難であろう。プロジェクト終了後の後代検定の計画は明らか

にされているが、コープリンセンやカフラのように、既に後代検定、牛群検定を実施している

関連機関の協力は、検定を速やかに実施していくうえで大変重要である。また、CENEREME

はPCR法を利用した親子鑑別を実施し、牛群検定及び後代検定の結果を集めて方法を管理し

ていく必要があるだろう。

（９） チリ側は、牛乳の品質検査のための中央検査ラボについて議論するために既に専属の委員

会を設立している。委員会は中央検査ラボの需要と役割についてよく考慮し、よりよい牛乳の

品質検査のために努力してほしい。

（10） CENEREMEは日本・チリのパートナーシップ・プログラム（JCPP）の理念に基づいて、

プロジェクトの活動終了までに、プロジェクトの成果を普及するため、南米、中米に対して国

際セミナーを開催すること提言したい。
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11．受精卵の採取状況
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